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17 文民条項の導入要請とその実現

極東委員会による最後の修正提案というべき成人による普通選挙権条項

と文民条項は、ソ連の提案が契機となった。前述のごとく、ソ連は、９月

19日、日本国憲法に入れるべき５項目を提案した（１）。この提案は、第３委

員会で２日間にわたり審議され、翌20日、『憲法草案に関するソビエトの

提案（FEC-087/5）に対する憲法および法律改革委員会の声明』が作成され

た（２）。以下がその全訳である。

１．主権

第３委員会は、憲法草案がいまや１条と前文に主権は国民に存すると

適切に規定されていると考える。当委員会は、憲法草案の日本語正文が

この原理をより明瞭にするために修正されたことに着目する。

２．内閣閣僚

内閣閣僚の任命に関するソ連の提案について、第３委員会の見解は、

以下のようである。憲法草案の現行規定は、執行府が立法府に責任を負

うという政治システムの慣行に総じて合致しており、また68条および

69条（３）は国会にとって容認することができない閣僚の任命を妨げ、また

は罷免を確保するための十分な権限を与えている。

当委員会は、「すべての大臣はシビリアンでなければならない」とする

ソ連の提案について、注意深い考慮を払った。この条項は、極東委員会

が政策声明（FEC-031/19）の３ｂ項でとくに設定されていた原則であ

る。憲法の初期の草案には、軍隊の保持の全面的禁止が含まれていたこ

とにかんがみ、当委員会は、草案のなかに入れるよう、以前には勧告し

ていなかった。しかしながら、当委員会は、草案９条２項が衆議院で修

正され、日本語の案文は、いまや１項で定められた以外の目的であれば、

軍隊の保持が認められると日本国民によって解釈されうるようになった
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ことに気づいた。もしそのようになれば、帝国憲法がそうであるように、

内閣に軍人を含めることが可能になろう。それゆえ、当委員会は、極東

委員会が合衆国に対して、この疑念を最高司令官に伝えるように求める

べきこと、および日本国民は、内閣総理大臣を含むすべての国務大臣は

シビリアンでなければならないことを主張すべきことを勧告する。

３．最高裁判所裁判官

当委員会は、最高裁判所裁判官の選任と任期に関する憲法草案の現行

規定が管理文書に明白に矛盾していると考えておらず、それゆえ、当該

条項を修正する根拠を見出さない。

４．摂政

第３委員会は、憲法草案にいまだ含まれていない摂政に関する事項は

皇室典範が提出されたときに、適切に審議されることで合意する。

５．一院制の立法府

当委員会は、参議院が衆議院にいかなる優越性ももつべきでないこと

に合意し、またそのような優越性が確立されるべきでないことを確保す

るために、施行立法をきわめて注意深く精査することが必須であると考

える。

この声明の採決に際して、もともとの提案者たるソ連は態度を留保し

た。なぜならば、ソ連の提案内容がかなり薄められたからである。たとえ

ば、主権に関して、ソ連は、天皇の地位との関連で入れるべきではなく、

独立の条項をもうけるべきであると主張していたにもかかわらず、「適切に

規定されていると考える」とされたし、最高裁判所裁判官の任期を５年と

し、国会によって選任されるべしとのソ連の具体的提案が、委員会で受け

いれられなかった。

ところで、上記の声明は、ただ１点を除き、問題点が解消されたことを

示している。その１点とは、「すべての大臣はシビリアンでなければならな

い」（以下で、文民条項という）という条項を憲法改正案のなかに入れるべき

二
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だということである。

もともと文民条項の導入要請は、７月２日の『新しい日本国憲法のため

の基本原則』（FEC-031/19）に書きこまれていた。８月19日、総司令部を

通じてなされたこの要請に対して、日本国政府は、憲法９条により、戦争

の全面的放棄が規定されていることを理由に、その導入の不必要性を指摘

したところ、マッカーサー元帥の責任において、原提案から削除されるこ

とになっていたのである（４）。

なぜ、ここで蒸し返されたのか。その答えは、９月19日の第３委員会に

中国から提案された次の決議案のなかにある（５）。

憲法草案９条が日本国による陸海空軍その他の戦力の保持を可能とす

るように修正されたという事実にかんがみ、また日本国が軍隊の保持を

許されるべきか否かは、第７委員会（日本国の軍備撤廃）の管轄内である

ことを考慮し、第３委員会は、第７委員会の注意がこの問題に向けられ

ることを決議する。

この決議案の意味するところは、何か。容易に推測されるところである

が、芦田修正を前提としている。芦田修正により、前項の目的（すなわち国

際紛争を解決する手段としての戦争、武力による威嚇または武力の行使）以外で

あれば、陸海空軍その他の戦力の保持が可能であり、したがって軍人も輩

出することが可能であるとの解釈の余地が生まれた。このような解釈の余

地が出てきたことについて、どう考えるべきかということが問題とされた

のである。

中国の決議案は、第３委員会で承認され、第７委員会に送付されたが、

同委員会では、この問題につき注意を払うことで合意したにすぎなかっ

た（６）。

しかしながら、極東委員会第27回会議（９月21日）では、非常に大きな

議論に発展した。論議は、中国代表のタン博士から提起された。

二
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まず博士は、当日の第３議題「憲法草案」との関連で、次のように論述

した（７）。

「中国代表は、９条が、衆議院によって、同条１項に定められている目

的以外のためであれば、陸、海、空軍の保持が認められるように事実上、

修正されてしまったことに注目している。いまやわれわれは、当該条項に

よって、日本国が国際紛争を解決する手段として、戦争をおこなったり、

軍隊をもちいて脅威に訴える特権を放棄したことを知っている。しかし、

修正された現行の９条によって、日本国が同条１項に列記されている以外

の目的のために軍隊を保持する機会をもつかもしれないのである。もちろ

ん、われわれは、いかなる政府も警察力をもつことが必要であることを知っ

ている。けれども、一般的にいって、われわれは、警察力を軍隊とは呼ば

ない。すなわち、もし日本国が９条１項で列記された以外の目的で軍隊の

保有を許されるとしたら、日本国が、たとえば自衛のためというような口

実で、軍隊を使用する可能性があるという危険が生ずることを意味するの

である。……ともあれ、わが代表は、修正の意図を疑義に付したい。その

目的は何か。衆議院がなぜ修正をなしたのか。」

このタン博士の疑念は、第４議題「憲法草案に関するソビエトの提案

（FEC-087/5）に対する第３委員会の声明」において、さらに詳細に論じら

れた。

「私は、すべての内閣閣僚がシビリアンであるべきかどうかの問題は憲

法９条と密接に関係していると思う。第１に、私は、９条が修正された目

的について、疑問を提起する。いまこの10年間あるいは20年間の国際状

況を振り返ってみると、軍事行動は、必ずしも戦争を構成するとは限らな

いかもしれないように感じられる。ここでの“戦争”という用語は、法律

上の定義をもっているものである。法的意味の戦争と、実質的意味の戦争

とは別物である。これまで、多くの軍事行動、武力行動は－まさに“行動”

という用語で、戦争にはいたらない行動として、合法とされてきた。もし

われわれが修正された条項のみを解釈しようとすれば、常識は、われわれ

二
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に次のことを告げるであろう。すなわち、当該条項の厳密な意味に従えば、

日本国は、そこにかかげられている以外のすべての目的、つまり戦争目的

や国際紛争解決のための威嚇として軍事力の行使を放棄すること以外の目

的であれば、軍隊の保持は認められることになろう。」

そして、タン博士は、議長に対し、最高司令官に９条修正の意味につき、

情報を提供するように求めることを提案した。このような解釈と提案に関

し、マッコイ議長は、「新奇で、かつ興味ある指摘であり、自分が知る限り、

以前に考慮されてこなかった。」と応じている。

上記のタン博士の述言中、とくに関心がひかれる点は、９条の修正によっ

て、国際紛争を解決する手段として以外の目的であれば、軍隊の保持を可

能であると解釈することが「常識」であると述べていることである。残念

ながら、わが国の憲法学者の多数は、そのような「常識」を持ち合わせて

いないかのようである。なぜならば、多数説といわれるものは、芦田修正

の意味をまったく無視し、９条をいかなる目的であっても、軍隊の保持が

不可能であると解しているからである。

ここで、第４議題について、各国代表の見解（要旨）に耳を傾けてみよ

う（８）。

ボートン（アメリカ代表）「アメリカは、この問題を再検討したが、見解を

留保する。その理由は、以下のとおりである。もともと、すべての内閣閣

僚がシビリアンでなければならないという文言は、７月２日の『新しい日

本国憲法のための基本原則』のなかに満場一致で入れられたものである。

この規定の導入は、あきらかに軍事コントロールの可能性を抑制しようと

する試みであり、実際の運用上および旧憲法上のことを勘案すれば、絶対

に不可欠であった。しかし、たとえ中国政府のいうように、９条の修正に

より、限定的な軍事力を保有できるように解釈されうるようになったとし

ても、憲法草案は、内閣の責任をきわめて明らかに定めており、また個々

の大臣の内閣総理大臣および国会への責任を非常に明確にしている。それ

ゆえ、わが政府は、すべての内閣閣僚がシビリアンでなければならないと

二
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いう規定を挿入するための適切な理由を見出すことができない。ただし、

９条修正の動機は不明なので、軍隊の保有を可能にすると解釈できるのか

どうか、修正の理由は何か、連合国最高司令官に問い合わせることは、当

を得ていると私は、信じる。」

サンソム（イギリス代表）「非常にさまざまな方法で解釈されうる文書の典

型的な事例である。あいまいさが残る非常に悪い起草であり、翻訳もよく

ない。われわれは、なぜこのようなあいまいな規定になったのか、最高司

令官に尋ねる権利をもっている。」

パターソン（カナダ代表）「戦争放棄条項が憲法に入れられたことによ

り、すべての閣僚がシビリアンでなければならないという規定は、ある意

味で矛盾であるように思われた。この憲法草案が通過したのちに、公的に

承認された陸軍大将、海軍大将その他の将官が存在することは、まったく

考えられうることであり、すべての閣僚がシビリアンでなければならない

という規定があれば、将軍が閣僚に任命される可能性の問題は起こりえな

い。また将来のある時点で、適正な措置を通じて、憲法９条が削除された

としても、日本国民がシビリアン条項を削除すべきか残すべきかという決

定に直面することは価値のあることである。われわれは、すべての閣僚が

シビリアンでなければならないという特別の規定を憲法のなかに入れるこ

とを真剣に考えるべきであり、私はまったく好ましいということを強く主

張したい。」

プリムソル（オーストラリア代表）「わが政府は、９条そのものを日本国憲

法のなかに入れることに賛成していなかった。なぜならば、日本国民は、

将来、その条項を真面目に考えないであろうし、占領期間が終わったらた

だちに、あるいは占領期間が終わる以前に、軍隊の保有を可能にする憲法

改正をおこなうかもしれない。そうすれば、日本国の伝統として、陸軍大

臣および海軍大臣のポストをもうけ、そこに将官を据えるだろう。わが政

府が９条を好まない一つの理由は、将来、そのような改正を秘めているか

らである。わが政府が入手した憲法正文には、軍隊の保持を認めるかどう

二
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かについて、あいまいになっている。それゆえ、内閣閣僚がすべてシビリ

アンでなければならないという規定を憲法に入れるように議論すること

は、ますます強くなってきている。われわれは、最高司令官に、すべての

閣僚はシビリアンであると定める憲法改正を歓迎することを伝えるべきで

あると考える。」

ラミシヴィリ（ソ連代表）「日本国政府あるいは帝国主義的思想の持ち主

が日本軍隊を復活させることの可能性に関して、連合国をあざむくだけで

なく、より重要なことは、ある種の軍隊を創設しながら、これは完全に日

本国憲法内で正当なのだと称して、日本国民をあざむくことである。これ

こそが主要な危険であると、私は思う。このような疑問点が極東委員会お

よび第３委員会の多くの代表から提示されているのだから、国会議員 西

注：原文は the members of the Dietになっているが、委員会全体の討論および

他の委員の発言からは、the members of the Cabinetになっていなければなら

ないはずである>がすべてシビリアンでなければならないという文言を憲法

に単純に挿入すればよいだけのことであって、そうしない心理的、精神的

意味を理解することができない。９条の誤った解釈や誤解を排除するため

にも、そうすることになんらの障害は見出されない。」

アンジェリーノ（オランダ代表）「私は、当面、９条修正の意味について、

最高司令官に問い合わせるというアメリカ政府の立場に賛成したい。」

ベレンゼン（ニユージーランド代表）「私は、９条修正の意図を最高司令官

に尋ねることにまったく賛成であり、そうすべきと考えるが、それによっ

てこの問題は解決しない。われわれは、憲法が極東委員会によって定めら

れた要件に実際、合致しているかどうかを問うべきであると思う。極東委

員会では、すべての内閣閣僚はシビリアンでなければならないという規定

を実際、作成しているではないか。」

こうした各代表からの意見表明後、オーストラリア代表のプリムソルか

ら、最高司令官に対し、われわれが修正の意図に疑問をいだいていること、

極東委員会はすべての大臣がシビリアンでなければならないと考えている

二
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こと、そしてそのように修正することを歓迎するむねを議長に伝える権限

を与えるべきという動議が提出された。これに対して、ソ連代表のラミシ

ヴィリから、極東委員会のだれかが最高司令官なり日本国政府なりに説明

を求めることに反対はしないが、そのような明白なことで何度も最高司令

官に説明を求めることを極東委員会の政策決定にすることには反対であ

る、何度かなされてきたように、議長が政策決定なしで最高司令官に説明

を求めればよいのだとの見解が表明された。結局、ソ連の賛成を得ること

ができず、オーストラリアからの動議の延期がマッコイ議長によって、宣

せられた。

それにしても、上記極東委員会第27回会議における各国代表の見解は、

その後の憲法９条の運命を適切に指摘していたという点で、注目される。

イギリス代表のサンソムは、９条が「あいまいさの残る非常に悪い起草で

ある」と指摘し、カナダ代表のパターソンは、将来の将官の存在を予測し

ている。まさに、９条の規定のあいまいさゆえに、自衛隊が創設され、大

将という名称ではないものの、将が誕生している。またオーストラリア代

表のプリムソルは、９条を日本国民が「真面目に考えないであろう」と述

べ、ソ連代表のラミシヴィりは、「ある種の軍隊を創設しながら、これは完

全に日本国憲法内で正当なのだと称する」可能性に言及している。その後

の憲法９条をめぐる展開は、これらの予言が的中してきているといってよ

いだろう。

ともあれ、これら各代表の見解のなかから、①修正により、９条全体の

意味がすこぶるあいまいになったこと、②内閣閣僚がシビリアンでなけれ

ばならないという規定を憲法草案のなかに入れるべきこと、③その背後に

は、修正によって、自衛のためならば、軍隊の保有が可能であるという解

釈の余地が生まれたこと、の３点において、完全な共通認識のあったこと

が理解できる。

このような９月21日の第27回極東委員会会議の審議内容が、翌22日づ

けで陸軍次官補ピーターセンから、連合国最高司令官（マッカーサー元帥）
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に至急電で伝達され（９）、マッカーサー元帥の意を受けて、24日にホイット

ニー民政局長が吉田首相になかば強制的に文民条項を憲法改正草案のなか

に入れるように求めたのであった。

これら一連の動きについては別途、詳述したところであるが（10）、上述の

審議から明確になったことは、芦田修正によって、自衛のためならば、軍

隊の保有が可能であるという解釈の余地が生まれ、いわばその「歯止め」

として、文民条項の導入が要請されたことである。これに対して、古関彰

一教授は、文民条項の導入は、９条の修正により、軍隊の保有が可能であ

るという解釈の余地が生まれないようにするための「だめ押し」とみ

る（11）。

もし「だめ押し」とみる説が正しいならば、この会議で将来における日

本軍の設置そのものを否定する議論がなされていなければならない。けれ

ども、上記審議において、各代表委員からは、そのような発言がまったく

なされておらず、むしろ自衛のための軍隊設置の可能性を前提にしつつ、

文民条項導入の必要性が説かれている。それゆえ、「だめ押し」説は、とり

うる余地がない。「だめ押し」説は、はじめに非武装解釈ありきの感がある。

また、当初から自衛力の保持が否定されていたという見方は、マッカー

サー・ノートをケーディスが修正した理由も無視している。すなわち、マッ

カーサー・ノートには「国際紛争を解決するための手段として」のみなら

ず、「自己の安全を保持するための手段としてさえも」、「国権の発動たる戦

争、武力による威嚇または武力の行使を放棄する」と書かれていた。ケー

ディスは、このような書き方では、自衛のためといえども、日本国は武力

によってみずからを守ることができないと考え、「自己の安全を保持するた

めの手段としてさえも」の部分を削除したのである。ケーディスは、1984

年11月、私（西）にその理由を、「マッカーサー・ノートでは、現実的では

ないと思えた」とはっきり語ったのみならず（12）、いまや周知の事実となっ

ている（13）。それゆえ、９条は、マッカーサー・ノートから「自己の安全を

保持するための手段としてさえも」（英文では、“even for preserving its own
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security”）が削除された時点で、非武装と解釈すべきではなくなったので

あって、歴史的事実を正視する必要がある。

この点につき、占領時、民政局に勤務し、その後、メリーランド大学教

授としてアメリカにおける日本国憲法成立過程研究の第一人者といわれて

いるセオドア・マクネリー教授は、次のように述べている（14）。「極東委員会

は、芦田修正の結果として、再軍備の可能性を理解していた。極東委員会

は、シビリアン・コントロールを確保するために、すべての国務大臣がシ

ビリアンでなければならないという規定の挿入を求めた。」まさに芦田修

正によって設置されるかもしれない軍隊をコントロールするために入れら

れたのが66条２項の文民条項なのである。

また、佐々木高雄教授は、古関教授の「だめ押し」説と私の「歯止め」

説を比較し、古関教授の説は、「強引すぎると評さなければならない。自衛

隊の存在を正当化しないために、資料の意味をねじ曲げた例だと、いえそ

うに思う。」と述べ、私の説の方が「正当」であると評価している（15）。ただ、

私が「歯止め」説をとった理由として、「『連合国は自衛力を容認していた』

ことを論ずる一環で、文民条項を取り上げた、ということだろう。」と述べ

ている点は、曲解である。私は、文民条項の導入過程そのものを独自に調

査し、その意味を探らなければならないことをつとに強調しているのであ

る（16）。

話を元へ戻そう。貴族院で極東委員会の要請が憲法改正案のなかに入れ

られることを見届けたマッカーサーは、陸軍省に宛てて電信を送った。こ

の電信は、９月25日の第28回極東委員会で紹介された。その内容は、次

のようである（17）。

他の諸国政府の見解に敬意を表して、私は、日本国政府に対し、憲法

のなかに次の修正を受けいれるように説得した。15条に次の文言を加え

ること。「成年者による普通選挙を保障する」こと。および66条に次の

文言を加えること。「内閣総理大臣その他の国務大臣は、シビリアンでな
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ければならない」こと。

同時に、この遅い時点で、政府が唱道する修正案にともなう微妙な点

にかんがみ、私は、日本国政府に対し、現在の草案に具体化されている

原則に立法的変更がないかぎり、これ以上の修正を求めないことを保証

する。あなたがたは、立法行為が完成される過程でなされるいかなる修

正についても、助言が求められるであろう。貴族院は、今週中にその行

動を完了することが期待されている。

このマッカーサーからの文書に接した各代表は、大いに満足の意を表し

た（18）。まずオーストラリア代表のプリムソルが、二つの修正が入れられた

ことにより、憲法改正案に格段の改善がみられたと思うと述べ、ついでマッ

コイ議長も、プリムソル委員の満足表明に他の委員とともに賛成すると発

言した。

ただ、ソ連代表のラミシヴィリは、マッカーサーが「日本国政府に対し、

説得した。」というが、本当に議会を通過することを保証したことになるの

か、同じく「これ以上の修正を求めないことを保証する。」と述べているが、

極東委員会は修正を要求できないという意味なのかという疑問を呈した。

また、中国代表のクーは、９条との関連で、次のように述べた。「憲法９

条の文言に関する点は、われわれにとって受けいれがたい意味を含んでい

る。日本国は、過去において何度も近隣諸国に対して攻撃するために軍隊

を使用してきたが、同時にみずからが戦争をおこなっていることを否定し

てきた。それゆえ、極東委員会は、この条項をそのままにしておき、日本

国が戦争それ自体のためよりも、戦争類似行為または侵略行為のために、

軍隊を誤用するような危険を見過ごすことのないようにすることが明白に

理解されるべきである。……中国政府は、内閣総理大臣その他の国務大臣

がシビリアンでなければならないという規定が、憲法改正案のなかに入れ

られることを保証した最高司令官からのメッセージを受けとったことに満

足の意を表する。中国政府としては、憲法草案の早期採択が非常に望まし
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いという立場と見解を同じくする。」

こうして、ソ連の再提案、中国の疑問から再開された文民条項の導入要

請は、極東委員会の議を経て、憲法改正案のなかに入れられたのである。

そしてこの第28回極東委員会において、以下の『日本国憲法に対する追

加政策』（19）が採択された。

極東委員会は、すべての内閣閣僚がシビリアンでなければならないと

いう『新しい日本国憲法のための基本原則』（FEC-031/19）においてとら

れた先の決定を再確認し、さらに参議院が衆議院にいかなる点でも優越

してはならないことを政策事項として決定する。極東委員会は、このよ

うな優越が確立されないことを保証するために施行立法を非常に子細に

調査する権利を引き続き有していることが絶対に必要であると考える。

この政策決定は、最後の総括といえよう。すなわち、文民条項の導入を

再確認し、それと同時に、なお多くの代表が懸念していた参議院のあり方

について、衆議院の優越性確保を記録にとどめておくものであった。

18『新しい日本国憲法の再審査のための規定』

第90帝国議会で新しい憲法が採択されることが明らかになったとき、極

東委員会の何人かの委員は、はたしてそのような手続きが本当に日本国民

の「自由な意思」を反映しているのかということについて疑問をいだいた。

憲法が「日本国民の自由な意思の表明」にもとづかなければならないこと

は、５月13日の政策決定『新しい日本国憲法採択のための規準』に明記さ

れているところである。

何人かの委員が反発したのは、第一に、４月10日に総選挙を実施すれ

ば、民主的勢力よりも反動的勢力を利することになり、その延期を求めて

いたにもかかわらず、実際に総選挙が強行されたからである。第二に、総
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選挙で憲法問題は争点になっておらず、日本国民の意思を十分に反映して

いるとはとうてい想定できない、と感じられたからである（20）。

この問題を最初に指摘したのは、オーストラリア代表のエヴァットであ

る。エヴァットは、６月20日の極東委員会第16回会議で、次のように述

べた（21）。

「日本国民が新しい憲法を採択するのは、早すぎる。なぜならば、日本

国民は、民主的手続きの十分な経験を積んでいないからである。日本国で

施行される憲法は、暫定憲法と考えるべきである。暫定期間の終了時に、

国会の特別会議か憲法制定会議が暫定憲法を審査し、新憲法または改正憲

法を国民投票に付すべきである。そのような手続きをとることが、ポツダ

ム宣言の規定を実施することになろう。」

こうして、エヴァットは、６月20日、『新しい日本国憲法のための基本

原理』（Basic Principles for a New Japanese Constitution）（22）と題する以下

の決議案を提出した。

日本国民が、その運用の経験に照らして、新憲法を再審査する機会を

もつために、また連合国が、新憲法はポツダム合意の条件を充足してい

ることを確信するために、新憲法は、その最初の公布後１年以上２年以

内に、特別に召集される代表機関によって再審査されなければならな

い。憲法は、最終的には国民投票で意思を表明する日本国民に提示され

なければならない。当該国民投票においては、もっとも重要な諸点がそ

れぞれの質問事項として提示されなければならない。

この提案がさまざまの修正を受けて、最終的に後述する10月17日の『新

しい日本国憲法の再審査のための規定』文書（FEC-031/41）となるのであ

る。

このエヴァットの提案について、６月25日の第19回運営委員会で、委

員長たるニュージーランド代表のベレンゼンが、同国政府の明確な立場と

二
五
五

日本国憲法成立過程における極東委員会の役割と限界 (6)（西）32



して、憲法は、現在の議会によって最終的に決定されたり、処理されるべ

きではないとの見解を表明した。また害悪の最たる点は、現在の議会の意

思として日本国民を拘束する恒久憲法が作られることであると断言し、最

終的に国民投票によって承認の是非を判断すべきであるとするオーストラ

リアの提案を支持すると論じた（23）。

同会議で、オーストラリア代表として出席していたプリムソルは、ベレ

ンゼンの意見を歓迎し、さらに以下の三つの理由を付して、極東委員会の

議題にするように提案した。①日本国と異なり、民主的伝統を有するヨー

ロッパ諸国においても、戦後、簡単には新憲法が制定されていない。②日

本国の憲法が真にポツダム宣言などに合致しているかどうかを見きわめる

まで、試行期間をもつことが望ましい。③オーストラリアの提案は、国民

投票による最終的承認がなされる前であっても、極東委員会が介在するこ

とを妨げない（24）。

アメリカ代表のブレイクスリーは、エヴァットの提案を原則的に支持す

るが、１年以上２年以内に極東委員会と国会の双方によって、憲法が再審

査されるべきであると述べた（25）。

この会議において、ニュージーランド（ベレンゼン）、オーストラリア（プ

リムソル）、カナダ（コリンズ）、ソ連（ドルビン）、アメリカ（ブレイクスリー）

からなる小委員会が組織され、エヴァット案を多少変更した第３委員会案

（Ａ案）に代えて、Ｂ案が作成された。同案は、かなり詳しいものになって

いる（26）。

日本国民が、新憲法の施行後、その運用の経験に照らして、新憲法を

再検討する機会をもつために、また極東委員会が、新憲法はポツダム宣

言およびその他の管理文書の条件を充足していることを確信するため

に、極東委員会は、新憲法施行後１年以上２年以内に、当該憲法に関す

る状況が国会によって再審査されなければならないことを、政策事項と

して、決定する。極東委員会がいつでも引き続き管轄権を有しているこ
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とを損なわれることなく、極東委員会も、同一期間内に憲法を再審査す

るであろう。

審査後、結果として生じた憲法の様式は、国民投票で意思を表明する

国民に提示されなければならない。当該国民投票において、国民は、①

さらに修正することなく憲法を承認するか、または②さらに審査すると

いう特別の目的のために憲法制定議会の選挙を望むかが問われるであろ

う。国民投票の結果が憲法制定議会の設置を望むことを示すならば、国

会は憲法を再検討し、修正するための全権を有する憲法制定議会の規定

を作成しなければならない。このようにして修正された憲法案は、その

後、国民投票で承認を得るために日本国民に提出されなければならな

い。

極東委員会のこの政策決定のいかなるものも、公布後、適当な期間に、

現行憲法の法的継承者となる憲法の効力に影響を与えない。

エヴァット案と異なる点は、①連合国に代えて極東委員会と明示したこ

と、②国民投票の仕方を具体的に提示したこと、③国民投票の結果、憲法

の修正を望むということが明らかになれば、憲法制定議会を設置し、そこ

で修正された憲法案について、さらに国民投票に付すこと、および④極東

委員会の政策決定が新憲法の効力に影響を与えないとしたことにある。と

くに最初の国民投票以降の手続きは、複雑なものとなっている点が特色と

いえる。

以下３回にわたる会議で、この問題に関してなされたおもな発言と動向

を箇条書き的に追ってみよう。

・６月27日の極東委員会第17回会議にて（27）。

エヴァットは、「１年以上２年以内の再審査期間は、期間を限定しすぎ

る。むしろ２年以上とすべきである。」と発言。またルードン（オランダ代

表）は、「新憲法は暫定的であるべきだというエヴァット委員の見解に印象

づけられたが、憲法の施行時期と最終的な国民投票の間に反民主主義的勢
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力が力を盛り返す恐れがあるのではないか、占領軍が駐留している間に国

民投票に付されれば、承認されると思う。」と述べた。この発言に関連して、

エヴァットは、「いま国民投票が実施されれば、事後の審査は不必要であ

る。ただし、最高司令官は、そのようなことを望まないのだ。」と、マッカー

サーの態度を批判した。

・６月28日の第３委員会第18回会議にて（28）。

FEC-031/15文書が修正され、タイトルが『新しい日本国憲法の再審査の

ための規定』（Provisions for the Review of a New Japanese Constitution）に

変更された（29）。この文書は、前記 FEC-031/15文書の第１段についてはほ

ぼ同じであるが、第２段以下が次のように変更されている。

「新憲法は、あらかじめ極東委員会によって不承認されない限り、公布

後、適当な期間に、前段の文言における国会の再審査および国民の承認を

待たずに、現行憲法の法的継承者となる。」

ここにおいて、国会での再審査および国民の承認を求めるのは、極東委

員会で不承認の議決があった場合に限定されることになり、手続きの簡素

化がはかられた。

この文書につき、ソ連は全面的にその態度を留保し、アメリカは第２段

の全部および第１段の最後の文章について留保した。

・７月２日の極東委員会第18回会議にて（30）。

プリムソル「オーストラリア政府の見解は、憲法が他から押しつけられ

たという日本国民の感情を排除するために、ただちに国民投票をおこなう

か、あるいは憲法がしばらく運用されたあとで、将来、国民投票を実施す

べきだというものである。マッコイ議長の言葉から、アメリカも国民投票

に必ずしも反対ではないように見受けられる。オーストラリア政府として

は、再審査という基本原則を確保するために、妥協を受けいれる用意があ

る。」

ベレンゼン「ニュージーランド政府は、もともとこの議会で憲法審議を

すること自体に反対しているが、国民投票が合意を得ることのできる唯一
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の政策決定であるということであるとすれば、わが国政府は、これを受け

いれるであろう。」

この会議で、マッコイ議長から、「最高司令官は、日本国憲法が日本国民

の自由な意思の表明であるかどうかを決定するにあたり、憲法に関する日

本国民の意見を確認するために、国民投票その他の適切な手続きを求める

ことができる。」という語句を入れたらどうかという提案があった。また、

プリムソルからは「１年以上２年」の再審査期間を「１年以上４年以内」

にするとの提案がなされたが、これに対して、インド代表のヴェシュガー

によって、今後４年間、極東委員会が存続しているかどうか分からないと

の疑義が呈された。さらにソ連代表から、「国会」に代えて、「憲法制定議

会またはこの目的のために特別に選挙された新たな国会」とするような提

案があったが、最終的にはいずれの提案も成案にいたらなかった。

その後、文書は、SC-012/12（31）、FEC-031/23（32）、FEC-031/28（33）、FEC

-031/35（34）、FEC-031/36（35）へと修正されていった。この FEC-031/36で

は、冒頭に次の文言が加えられた。

「新憲法は、極東委員会によって求められるかもしれない変更をともな

い、公布後、相当の期間を経て、現行憲法の法的継承者となるが、次節に

定める条項に従って、国会および極東委員会による再審査に服さなければ

ならない。」

極東委員会第24回会議（８月28日）において、冒頭の「新憲法は、……

公布後、相当の期間を経て、現行憲法の法的継承者となる。」という文言に

ついて、オランダ代表のルードンから、「この声明は、憲法が旧憲法の法的

継承者にならない可能性があるのかどうか」との質問がなされ、カナダ代

表のコリンズは、「憲法改正草案100条の“この憲法は、公布の日から起算

して六箇月を経過した日から、これを施行する。”に対応したものである。」

と説明、これを受けてルードンから、「それであれば、“公布後、相当の期

間を経て、”に代えて、100条に直接言及したらどうか」という提案がなさ

れた（36）。
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議論は、さらに続き、極東委員会第25回会議（９月12日）で、ベレンゼ

ンから、審査期間を「１年以上２年以内」としてある部分を「次の総選挙

後の国会で審査する」に代え、「極東委員会もそのときに審査する」ように

修正する動議が提出された（37）。

このニュージーランドの提案に対し、９月21日の第27回極東委員会に

おいて、アメリカは反対を表明したが、全体の雰囲気から、再審査規定を

承認せざるを得ないと考え、極東委員会として引き続き政策決定の公表の

時期と方法を検討するという条件のもとに、冒頭の文節を以下のように改

めることを提案した（38）。

「現行憲法の法的継承者としての、また極東委員会の検討と政策決定の

結果としてなされた変更を具現化している新憲法は、次節に定める条項に

従って、国会および極東委員会による再審査に服さなければならない。」

ボートンによれば、この頃、アメリカの代表者は、難しい状況に立たさ

れていた。なぜならば、極東委員会で日本国憲法草案につき、正式に投票

に付され、不承認ということにでもなれば、連合国最高司令官と日本国政

府を困惑させることになるであろうし、かといって、極東委員会における

審議に乗り気でないような態度を示したり、正式の承認の不必要を唱えた

りすれば、極東委員会本来の権限の実行を妨げたといって、批判されるで

あろうと考えたからである（39）。

アメリカの提案に対して、ベレンゼンは、前にみずからの政府が示した

提案を撤回し、アメリカ案に賛同する動きを示したものの、ソ連代表のラ

ミシヴィリは、アメリカ案に反対し、むしろ原案を無修正で可決すること

を主張した。

こんなふうに、さまざまの提案合戦が繰りひろげられたが、日本国憲法

の公布日（11月３日）を間近にひかえ、10月17日の極東委員会第30回会

議で、ようやく最終文書『新しい日本国憲法の再審査のための規定』が完

成した（40）。以下がその全訳である。
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１．現行憲法の法的継承者となる新憲法は、公布後、相当の期間を経

て極東委員会の審議と政策決定の結果としてなされた、またはなされる

かもしれない変更とともに、次節に定める条件に従って、国会および極

東委員会による再審査に服さなければならない。

２．日本国民が、新憲法の施行後、その運用の経験に照らして、新憲

法を再検討する機会をもつために、また極東委員会が、新憲法はポツダ

ム宣言およびその他の管理文書の条件を充足していることを確信するた

めに、極東委員会は、新憲法施行後１年以上２年以内に、当該憲法に関

する状況が国会によって再審査されなければならないことを、政策事項

として、決定する。極東委員会がいつでも引き続き管轄権を有している

ことを損なわれることなく、極東委員会も、同一期間内に憲法を再審査

するであろう。極東委員会は、日本国憲法が日本国民の自由な意思の表

現であるかどうかを決定するにあたり、国民投票または憲法に関する日

本国民の意見を確認するためのその他の適当な手続きをとることを要求

することができる。

こうして、６月20日にオーストラリア代表のエヴァットによって指摘さ

れた問題は、約４か月の討論の末にようやく決着がついた。それは、ボー

トンの言を借りるならば、「総司令部の見解（憲法の審議には十分な時間が与

えられたとする見解）と、これに反対の見解（憲法の審議は余りにも軽率すぎ

たとする見解）との妥協であった。」（41）

19『新しい日本国憲法の再審査に関する

極東委員会の政策決定の発表』

問題は、上記の政策決定をいかにして公けに発表すべきか、その時期と

方法であった。アメリカとすれば、発表の時期と方法を最高司令官にまか

せるのがよいと考えていた。しかし、前記第30回極東委員会において、オー
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ストラリア代表のメイキン（Norman J.O.Makin）は、極東委員会の政策

決定がなされた以上、憲法公布の日よりも遅くない時期に、できるかぎり

すみやかに公表すべきである、公表しないことは日本国民に対する信義を

損なう罪を負うことになると主張した（42）。またニュージーランド代表のベ

レンゼンも、議会で審議中に極東委員会による再審査の政策決定を公表す

るのは賢明でないと思うが、公布時になぜ、政策決定を公表してはいけな

いのか、アメリカの真意がわからないと発言。これに対して、マッコイ議

長は、いくつもの理由があるが、一つには日本国民が採択した憲法に批判

されるような何もないと考えている最高司令官の立場を困難にすること、

他は法的性格にかかわるものであると答弁した（43）。

このような議論ののち、マッコイ議長に対して、最高司令官と協議する

権限を委任し、最高司令官からの回答をまって、極東委員会で再検討する

こととされた（44）。そして、同日、極東委員会事務総長のネルスンより、国

務次官ディーン・アチスン（Dean Acheson）に対して、この政策決定の公

表の時期と方法に関し、最高司令官の意見を問うように、書簡が送ら

れ（45）、10月28日、最高司令官宛てに指令が発せられた（46）。

一方、極東委員会では、10月31日と11月１日の両日に、この問題につ

いて、長時間の議論がなされた。

初日の10月31日における第32回会議では、各国代表より、最高司令官

からの回答が届いていないことに対する批判が噴出し、アメリカ代表の

マッコイ議長は、防戦に努めなければならなかった（47）。

同会議で、オーストラリア代表のプリムソルは、公表の問題の重要性は

日本国民と連合国との間の信義促進にかかわる問題であることを強調し

た（48）。

またニュージーランド代表のポウルズは、プリムソルの見解に同意し、

２年以内に審査が必要とされるときには、おそらく極東委員会によって下

される政策決定のうちのもっとも重要なものの一つになるであろうから、

この問題はたんに占領権限（占領権限の範囲内であれば、最高司令官の判断の
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みで可能）に関連する問題ではないことを力説した（49）。

カナダ代表のコリンズは、日本国民との信義を維持していく責任を履行

しなければならないという極東委員会の観点からみれば、憲法の公布時が

政策決定の公表にとってもっとも望ましい時点であると述べた（50）。

さらにイギリス代表のサンソムは、個人的には最高司令官の回答なしに

公表の適切な時期と方法を決定するのは困難であると感じるが、この問題

は、ポウルズがいうように、占領政策の問題ではなくて、明らかに極東委

員会の能力、権能、権威および善良な信義の問題であると発言した（51）。

さて、翌11月１日、ようやく最高司令官（マッカーサー元帥）から回答書

が届いた（52）。

同書には、マッカーサー元帥によって、政策決定の目的があいまいであ

ること、内容が非現実的であることが強調され、次のように記述されてい

た。

「新憲法の展開を通じて、憲法が生きながらえる場合に必然とされる自

由な性格を否定したり、あるいは傷つけたりしないようにするために、こ

れまで強制的手続きと解釈されるような行動は、大部分、避けられてきた。

しかるに、言及されている声明の公表は、結果として、われわれがまさに

用心深く避けようとしてきたものを不可避的にもたらすことになろう。

いったい何のために？ 公表は、たちまちのうちに世論に連合国による力

の行使とみなされるであろう。それは、暗示される外部勢力の強制的脅威

によって、憲法典の自由な性格と国民意思の表現を台無しにするであろ

う。……そのような公表の有害な効果は、連合国にとってなんらの利益が

期待できないと同様に、きわめて明らかなのであるから、私は、すくなく

とも、提案されている経験の期間が経過し、極東委員会がそのときの状況

により、積極的措置をとる必要があると感じるまでは、公表のためのいか

なる手続きをとることに対しても反対することを強く勧告する。」

同日に開かれた極東委員会第33回会議では、この回答書が各国代表に回

付され、マッコイ議長の最高司令官擁護発言から始まった（53）。最高司令官
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は、政策決定の公表が日本国民および連合国の共同目標にどのような効果

を与えるかを判断するのに知悉している立場にいるのだから、アメリカ政

府として、当該公表を遅らせるべしとする最高司令官の勧告を支持すると

いうものであった。

けれども、マッコイ発言に続いて意見を述べた代表のうち、最高司令官

の勧告を支持するものは皆無であった。

プリムソル（オーストラリア代表）は、最高司令官の延期勧告は極東委員

会の政策決定を公表すべきでないといっているのと同じだし、もともとそ

のような政策決定を極東委員会がなすべきではなかったといっているよう

でもあり、回答書の趣旨は極東委員会の基本的思想に直接に反していると

して、マッカーサーを強く批判した。そして公表しない方がむしろ危険で

あり、再審査規定の公表の延期は最悪の結果を招き、向こう２年間、極東

委員会を悩ませることになるだろうとの見解を開陳した（54）。

サンソム（イギリス代表）は、最高司令官の政策決定拒絶に説得的な理由

がないこと、また政策決定の目的が“あいまい”であると述べていること

に、驚きの色を隠さず、イギリス政府の見解として、憲法は再審査に付さ

れるための多くの規定を包含しているが、憲法に定められている規定とそ

れらの規定に効力を与えるためにとられる処置の相違を認識することが必

要であると考えていると語った（55）。

ポウルズ（ニュージーランド代表）は、このような状況にいたったのはひ

とえに極東委員会と最高司令官との間の連絡のまずさにあるのであって、

最高司令官は極東委員会の決定が熟考の末にとられたという過程を認識し

ていないことは明白であると述べ、最高司令官に極東委員会がなぜそのよ

うな決定をするにいたったかを理解させるために最大限の努力をなすべき

ことの必要性を説いた（56）。

コリンズ（カナダ代表）は、最高司令官の回答は極東委員会の再審査規定

の目的について誤解にもとづいたものであり、日本国政府は公布時に極東

委員会の政策決定に言及するのが望ましいが、施行立法を審議する特別国
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会の召集時でもよいのではないかと考えると述べた（57）。

ヴェシュガー（インド代表）は、公布日直前のいま、全代表は公布日に政

策決定の公表については何もなされないであろうという事実を受けいれる

べきである、最高司令官が極東委員会での審議状況を知らないことも問題

であるが、より重要なことは極東委員会が日本国民の将来の福利のために

とった措置であることを日本国民が知らないことであるとして、この問題

に関するこれまでの極東委員会における審議記録を最高司令官に送付する

ことを提案した（58）。

グゥェラン（フランス代表）は、公布の時期を利用して再審査規定の考え

方を提示するならば、憲法の再審査のために日本国民の心や世論に前もっ

て準備させるのに役立つであろうと述言した（59）。

このように、各代表からの発言が終了したのち、マッコイ議長は暫時休

憩を宣し、その後、議長として、極東委員会でなされた全発言と政策決定

が下されるまでの背景を最高司令官に通知することを約束した。そして、

その記録を第３委員会で作成することを提案、同提案は満場一致で採択さ

れた。

この極東委員会の提案を受けて、第３委員会では11月５日と６日の両

日、活発な意見が交わされた。まず５日の委員会において、最高司令官に

送付する方式について次の２案が検討された（60）。

第１案 最高司令官に送付されるべき協議のメッセージを作成する－こ

のメッセージには極東委員会の立場を述べることが用意されなければなら

ない。

第２案 公式の協議メッセージに代えて、最近２回－第32回および第

33回－の極東委員会の議事録を最高司令官に送付する。

この両案に関し、カナダとニュージーランドの代表は、第２案を支持、

これに対してオランダ代表は、最高司令官には極東委員会の政策決定とし

て通知されるべきであるという立場から、第２案の行動をとることに不同

意が表明された。
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また、委員長（インド代表のバジパイ）から、この政策決定の公表方式に

ついては二つの考え方のあることが示された。

第１案 連合国最高司令官は、極東委員会の政策決定につき適当な措置

をとるように求めて日本国政府に通知し、国会への公表方式は、最高司令

官と日本国政府の裁量に委ねる。

第２案 連合国最高司令官は、日本国政府に対して、国会へ通知するよ

うに政策を発しなければならない。その際、当該政策は極東委員会の政策

決定であることの声明を添えるものとする。

そして個人的には、第１案の考え方を支持するとして、その方が再審査

規定の目的にかなうし、この問題について日本国民の自由な意思形成を強

制しないことになるからであるとの理由を述べた。

この委員長の見解に対して、イギリス、オランダ、カナダ、フランスが

同調、オーストラリア、ソ連、ニュージーランドは、むしろ第２案の公表

方式を支持した。フィリピンとアメリカは、態度を保留、中国は、棄権を

表明した。

結局、前者の最高司令官に対する送付方式については、第２案が採択さ

れ、憲法の再審査と公表の部分にかかわる第32回および第33回の極東委

員会議事録の抜粋を事務局と議長とで用意し、最高司令官に送られること

になった。後者の公表方式については、次回委員会に持ち越された。

翌６日の第３委員会第38回会議では、公表方式について審議され

た（61）。同会議で、まずイギリス代表から、次の動議が提出された。

極東委員会は、いまや日本国民に10月17日の政策決定条項を知らせ

ることが必要であると考え、アメリカ合衆国が連合国最高司令官に対

し、1946年11月25日の臨時会期の集会日以前に、極東委員会の政策条

項を日本国政府に公式に伝えるように指示することを求める。

この動議に対して、８か国が賛成し、フィリピンとアメリカが態度を保
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留した。

つぎにオーストラリア代表から、極東委員会は11月25日に世界の報道

機関に極東委員会の政策決定の正文を発表すべきだとする動議が提出され

た。オーストラリア代表は、極東委員会に席をおいている各代表は、自国

民に対して責任を負っており、連合国の国民は日本国憲法について、自国

代表がいかなる態度をとったか知る権利を有していることを力説、新聞発

表をすれば、極東委員会は、日本国憲法を当面受けいれるが、ポツダム宣

言を履行するために、２年以内に再審査するのだということが知れわたる

ことになるメリットが明らかになることを強調した。この動議について、

オランダ代表は、逆に日本国民に再審査規定に対して偏見をもたせること

になるのではないかという理由から、反対を表明した。このオーストラリ

アの動議は表決に付され、賛成３（オーストラリア、ニュージーランド、ソ連）、

反対４（中国、オランダ、フィリピン、アメリカ）で否決された。

このように、完全な案がまとまらないなか、11月20日、『新しい日本国

憲法の再審査の時期と方法に関するアメリカ合衆国政府の見解声明』（11

月19日づけ）が極東委員会に提示された（62）。この声明には、マッカーサー

元帥からの回答を示しつつ、アメリカ合衆国政府自身の提案が含まれてい

る。

Ⅰ．新しい日本国憲法の再審査に関する極東委員会の政策決定の発表

（FEC-031/41）に関連し、合衆国政府は、マッカーサー元帥と協議し、以

下の趣旨の回答を受けとった。

ａ．マッカーサー元帥は、10月31日および11月１日の極東委員会議

事録を十分に検討した。

ｂ．内閣総理大臣は、マッカーサー元帥との個人的討議の結果とし

て、連合国が引き続き権能ならびに調査および干渉の権限を有すること

を十分に承知している。経験に照らし、日本の国会および国民が再審査

または改正する権利をもっていることは、憲法自体に特記されている。
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ｃ．再審査政策の公表は、破滅的な結果を招来するであろう。そのこ

とに関する日本国民の解釈は、実際に、憲法が施行される前においてす

ら、憲法を台無しにするであろう。というのは、極東委員会の行動は、

連合国でさえも憲法に信頼を欠いているのだとみなされるだけであり、

また将来も引き続き連合国の干渉を受けるという危険をともなうとみら

れるからである。それは、疑いなく憲法典自体の効力のみならず、その

採択の基底をなしている方法と目的を公然と否認するものとして解釈さ

れるであろう。それは、日本国民の完全な当惑を引き起こし、かれらを

まったく無用な状態におくことになろう。さらに、日本国内でこの新し

い憲章のなかに具現化されている自由な諸原理をすべて崩壊させようと

している反動勢力によりよく奉仕するようないかなる動きに対しても、

対応措置を案出し得ないであろう。

ｄ．日本国民は、この憲法を自分たちの進化と熱情のあかしと考えて

いる。なぜならば、憲法はいまや最高潮に達しているからである。現在、

すくなくとも静かなる激励という支援をかれらに与えることができない

ならば、憲法に対するかれらの信頼を破壊してしまうであろう。

ｅ．政策決定の公表は、憲法の崩壊をもたらすだけでなく、日本国全

体の状況の深刻な悪化を招き、占領目的とこれまで得た成果を不必要に

危険におとしいれるであろう。

ｆ．マッカーサー元帥は、そのような行動でさえも賢明でないとみず

から考えているにもかかわらず、日本国内閣総理大臣に対し、FEC-031/

41に含まれている極東委員会の政策決定を公式に通告する意向を示し

た。

Ⅱ．マッカーサー元帥によって表明された見解を検討し、また極東委

員会のメンバーによって表明された見解を相応に斟酌して、合衆国政府

は、極東委員会が承認するならば、次の措置をとることを提案する。

ａ．合衆国政府は、連合国最高司令官に、FEC-031/41に含まれている

政策決定条項を、できるかぎりすみやかに日本国内閣総理大臣に対し、
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通告するように公式に要求する。

ｂ．合衆国政府は、連合国最高司令官に対し、この政策決定の公表の

時期と方法は最高司令官の裁量事項であることを通知する。

このアメリカ合衆国の提案、なかんずくマッカーサー元帥の回答に対し

て、当然のことに、オーストラリア代表などから、反発があった。極東委

員会第35回会議（11月21日）において（63）、まずプリムソル（オーストラリ

ア代表）が長広舌をぶった。マッカーサー元帥の回答は、政策決定をできる

かぎり早急に公表すべきだという極東委員会の立場を考慮に入れていない

こと、漏洩は不可避であること（再審査規定を政策決定したことは、関係諸国

約4000人と総司令部職員が知っている）、極東委員会代表は自国民に対して

信義違反の罪を負うことになると述べ、失望の色をあらわにした。そして、

合衆国の提案中、Ⅱｂにつき、政策決定の公表の時期と方法を最高司令官

の裁量事項にすることは受けいれられないと言及した。またⅡａについて

は、政策決定が公表問題を損なわないという理解のうえで、「連合国最高司

令官は、FEC-031/41に含まれている政策決定条項を日本国政府に対し公

式に通知しなければならない。」と読み替えるという条件でならば、受けい

れる用意があると発言した（64）。

つぎにポウルズ（ニュージーランド代表）は、極東委員会と最高司令官と

の連絡の極端なまずさをふたたび指摘し、Ⅱａにつき、プリムソルの修正

を支持した。またⅡｂについては、公表に関し極東委員会による後日の決

定を損なわないという理解のうえで、修正案をつくることに合意できるは

ずだとの考えを明らかにした（65）。

コリンズ（カナダ代表）は、みずから先に述べた見解を実質的に変更し、

プリムソルとポウルズの見解に従うとした（66）。

ロドリゲツ（フィリピン代表）は、自国政府の立場として、要は占領を成

功させることと日本国の民主化を促進させることが大切なのであって、極

東委員会はそれを妨害してはならぬとの考えに立って、そのためには公表
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の時期と方法は連合国最高司令官と日本国政府に委ねるべきとするアメリ

カ政府案への賛成を表明した（67）。

ラミシヴィリ（ソ連代表）は、自国政府の見解は占領と日本国の民主化を

達成するには日本国政府と日本国民に再審査に関する政策決定を知らせる

ことが必要であるという立場であることを説明した（68）。

アンジェリーノ（オランダ代表）は、アメリカの提案を承認する用意があ

るが、公表の時期と方法についての決定は極東委員会議長と最高司令官に

委ねた方がよいのではないかと述べた（69）。

サンソム（イギリス代表）は、提案のⅡａについては、次のように修正す

ることを条件に賛成した。「合衆国政府は、連合国最高司令官に、FEC-031/

41に含まれている政策決定条項を日本国政府に対し、公式に通告するよう

に指令しなければならない。」また、Ⅱｂについては、削除を求めた。サン

ソムは、最高司令官はせいぜい日本国における公表につき裁量権を与えら

れているのであって、極東委員会における代表たちはどこででも公表する

ことができるとの考えを披瀝した（70）。

ヴェシュガー（インド代表）は、Ⅱａについてはプリムソルによって提示

された修正をすることに賛意を表明。また再審議規定の公表を全面的に最

高司令官の裁量にまかせることにしているⅡｂについては疑問を提した。

ただ、日本国民に知らせるのに適切な時期がくるまで公表を延期したいと

いうマッコイの立場に同意した（71）。

ラコステ（フランス代表）は、プリムソルおよびポウルズによってとられ

た立場を支持し、政策決定を長く秘密にしておくことの不可能性を強調し

た（72）。

タン（中国代表）は、極東委員会はいつでも最高司令官に全面的な信頼を

表明すべきであるとの基本的考え方を示した（73）。

このように、各代表の意見が出尽くしたのちに、マッコイ議長によって、

次の動議が提出された（74）。

二
四
〇

日本国憲法成立過程における極東委員会の役割と限界 (6)（西） 47



ａ．合衆国政府は、連合国最高司令官に、FEC-031/41に含まれている

政策決定条項を日本国内閣総理大臣およびその後継者に対し、通告する

ように公式に要求する。

ｂ．合衆国政府は、連合国最高司令官に対し、この政策決定の公表の

時期と方法は引き続き、かつ最高司令官とのさらなる協議に照らして検

討すべき事項であることを通知する。

このマッコイ議長の動議に対して、ロドリゲツおよびアンジェリーノは

支持を表明したが、ラミシヴェリは、とくにパラグラフ bは自国政府の賛

成を得られないであろうと述べ、またプリムソルは、「政策決定条項を日本

国内閣総理大臣およびその後継者に対し、通告するように公式に要求す

る。」では、吉田首相とその後継者以外の誰もが知らないことになり、日本

国の民主化に貢献しないとして、不満を表明した。また、ポウルズから、

パラグラフⅡｂは公表についての決定を最高司令官と内閣総理大臣にのみ

委ねることを意図するものであるとすれば、本来の趣旨に矛盾していると

の発言があった（75）。

こうして、運営委員会で文案が練られることになり、11月26日の第41

回運営委員会で、オーストラリア代表から、次の案が示された（76）。

ａ．FEC-031/41に含まれている政策決定の条項は、日本国政府に公

式に通告されなければならない。

ｂ．連合国最高司令官には、この政策決定の公表の時期および方法が

いぜんとして極東委員会によって検討されることを通知されなければな

らない。

この案は、12月10日の運営委員会の第43回会議において、FEC-031/41

の部分を具体的に示すことで満場一致の支持を受け、また第37回極東委員

会（12月12日）でも満場一致の賛成により、最終的に政策決定（『日本国憲
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法の再審査に関する政策決定の発表』）とされた（77）。

ａ．FEC-031/41（1946年10月17日に採択され、1946年10月28日に連

合国最高司令官に送達された シリーズ番号62>、『新しい日本国憲法の再審査

のための規定』）に含まれている政策決定条項は、日本国政府に公式に通告

されなければならない。

ｂ．連合国最高司令官には、この政策決定の公表の時期および方法が

いぜんとして極東委員会によって検討されることを通知されなければな

らない。

極東委員会で最終的に決定された12月12日の第37回極東委員会は、い

わばオーストラリア代表・プリムソルのひとり舞台の観を呈した（78）。プリ

ムソルは、声明を読み上げ、冒頭、次のように述べた。

「議長、私は、この文書を支持した合衆国政府の決定を非常に歓迎し

たいと思う。それは、このテーブルを囲んでいるすべての政府の側の妥

協であることを示している。いくつかの政府は、日本国で即時かつ完全

な発表を望み、最高司令官およびアメリカ政府は、現段階ではいかなる

発表もすべきではないとした。いまやわれわれは、妥協に達したが、私

が思うに、合衆国はさらに先に踏み出し、しかも非常に寛大であった。

なぜならば、合衆国の妥協は、第２パラグラフにもとづき、後日、完全

に公表されることになるであろうがゆえに、取消しえないからである。」

その後、プリムソルは、これまでのいきさつを延々と述べ、最後に、以

下のように結論づけた。

「この再審査文書は、私が思うに、極東委員会によって、ふたつの機

能を行使するために企図されたものである。それは、従前の政策－ひと

つには日本国に変化をもたらすという政策、ふたつには日本国民にもっ

ともっと独創性を投げかけるという政策－の継続である。われわれは、

この政策において、採択された憲法は最終的な文書ではないということ
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を日本国民に明らかにする。憲法は、変更を受けることを必要としてお

り、日本国民自身、これらの変更をもたらすことができるのである。変

更は、連合国によって命じられるものではなく、日本国民自身によって

惹起されるべきものである。それゆえ、議長、われわれは、この政策の

公表を政策それ自体とまさに同じくらい重要なものとみなしている。政

策は、重要である。日本国民自身がこの政策を知るべきであり、また順

を追ってその政策を実行するように奨励されるべきである。しかしなが

ら、最高司令官および合衆国政府は、現段階で実行する用意をしていな

いので、この段階で両者に圧力をかけるのは野暮というものであろう。

したがって、議長の政府（注：アメリカ政府）がこのような態度をとった

ことは欣快であり、当該文書を支持した議長の決定を歓迎する。」

この政策決定は、さっそく同日、事務総長のジョンスンから国務次官の

ディーン・アチスンに向けて通知された（79）。けれども、マッカーサー元帥

から、この政策決定について、吉田首相に書簡が送付されたのは、年が改

まった翌1947年１月３日のことであった（80）。いわく、

昨年の日本国における政治的発展の考慮との関連で、連合国は、その

実際の運用から得られた経験に照らし、新憲法を再検討、再審査し、ま

た必要ならば、改正するための機会の完全かつ継続的な自由を日本国民

に確保するために、施行後１年ないし２年の間に、日本国民と国会の公

式の再審査に服さなければならないことを決定した。加えて、そのとき

に必要と考えるならば、日本国民は、国民投票その他憲法に関し日本国

民の意思を直接に確認するための適切な手続きを求めることができる。

換言すれば、将来の日本国の自由の砦として、連合国は、憲法は日本国

民の自由かつ熟慮された意思の双方を表明するものであることに将来の

疑念があるべきではないと感じる。

これらの継続的な再審査の権利は、もちろん固有のものであるが、に

もかかわらず、私は、貴官が既述事項を完全に知ることができるように
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するために、連合国によってとられた立場を貴官に通知する。

ここには、「極東委員会も、同一期間内に憲法を再審査するであろう。極

東委員会は、日本国憲法が日本国民の自由な意思の表現であるかどうかを

決定するにあたり、国民投票または憲法に関する日本国民の意見を確認す

るためのその他の適当な手続きをとることを要求することができる。」の一

節は、完全に削除されている。マッカーサーが意図的に省いたものであろ

うか。

日本国政府は、この頃、新憲法の普及活動におおわらわであった。日本

国憲法が公布された11月３日から約１か月後の12月１日、「憲法普及会」

が組織された。会長には、衆議院憲法改正案委員会および同小委員会委員

長として日本国憲法の成立に多大の貢献をした芦田均氏が就任。副会長に

は、憲法担当大臣として約1500回もの答弁に立った金森徳次郎氏と貴族院

で憲法改正案特別委員小委員会委員長を務めた橋本実斐伯爵が就任した。

憲法普及会規程によれば、同会は「新憲法の精神を普及徹底し、これを国

民生活の実際に浸透するよう啓発運動を行うこと」を目的としている（同規

程１条）。そして、「新憲法の趣旨を明かにし一般国民にこれを理解させる」

（「憲法普及会事業概要」）ための事業を積極的に展開した。具体的に、たとえ

ば1947年２月15日から19日まで、中央官庁職員に対し、憲法普及特別講

習会が開催され、講師として、横田喜三郎（「戦争放棄」）、金森徳次郎（「主

権」）、宮澤俊義（「国会・内閣」）などを配している（81）。各都道府県に憲法普

及会の支部が結成され、憲法を日本国全土に広めるために一大キャンペー

ンが展開されていた。この運動は、その後も続き、1950年２月28日の閣議

で、「憲法普及国民運動実施要領」が決定されている。

総司令部もこのキャンペーンに協力推進策を打ち出しており、マッカー

サーは、できれば総選挙前に各有権者に憲法が入手できるようにすること

を望んでいた。また民間情報教育局では、４月からの新年度に合わせ、小

学校教育に組み入れる計画を展開した。なぜならば、明日の日本を民主的
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実践を発展させるのは、子どもたちだからである（82）。このような最中に憲

法の再審査を国民に告げることは憚られたことであろう。

日本国民に「再審査」のための政策決定が極東委員会によって公表され

たのは、決定から５か月余を経た1947年３月27日のことである。日本の

各紙で報道されたのは、３月30日のことであった。いずれも、第１面でトッ

プ扱いとされている。「新憲法 国民投票に問う １年後２年以内に実施か

極東委員会の政策決議（83）」、「新憲法を再検討 国民投票の実施も考慮 極

東委員会マ元帥への通告（84）」、「新憲法の批判 実施の後に国民投票 極東

委員会・マ元帥に指令（85）」といった見出しがつけられている。

毎日新聞によれば、極東委員会は、政策決定の内容について、次のよう

に説明している。「今回の決定によつて日本国民は憲法実施後更に憲法につ

いての意思表示を求められるわけであつて極東委員会は日本憲法が日本国

民の自由な意思を反映したものであるかどうかを決定するため国民投票そ

の他国民の意思を問う適当な方法を要求することになるかも知れない。」

この説明のとおり、憲法施行後、「日本国民の自由な意思を反映したもの

であるかどうかを決定するため国民投票その他国民の意思を問う適当な方

法」がとられていれば、こんにちの憲法論議はずいぶん変わったものになっ

ていたであろう。いずれにせよ、国民に「再審査」の機会を与えた政策決

定の公表が、数か月間、「封印」されていたという事実は、記憶されるべき

である。

20 憲法の再審査の終了

以上、詳述してきたように、日本国憲法は、最大限、２年間というもの、

いわば“保護観察期間”と設定されていたわけである。

憲法再審査のための動きが最初に出てきたのは、1948年６月20日のこ

とであった。同日、鈴木義男法務庁総裁が、衆議院議長の松岡駒吉に対し

て、憲法改正の要否を調査してもらいたいと申し入れ（86）、また８月に入る
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と、同法務総裁は、12月からの通常国会で憲法改正の審議をしてほしいと

の談話を発表した（87）。いわく、「憲法改正問題については総司令部から指令

があつたので、すでに衆、参両院議長にその旨を伝え憲法改正委員の人選

を依頼してある。国会側ではまだ乗り気でないようだ、しかし12月からの

通常国会には是非憲法改正の審議ができるようにして貰いたいと思つてい

る。改正案は政府提出となるか、国会側提案となるか、或は両者の合同で

やるか決定していない。……今度の改正は主として技術的な面で根本問題

には触れることはなかろう、例えば第89条の公金を宗教、慈善、教育、博

愛の諸団体の事業に支出してはならないとなつているのを私立学校には支

出できるようにしたい、また大臣の名称を長官とか、部長とかに改めたい、

……」。

これを受けて、松岡衆議院議長は、８月11日に松平参議院議長と会見、

第３国会までに『憲法改正研究会』をつくり、両院の憲法問題に明るい議

員約20名を委員に委嘱し、両院議長および法務総裁を加え、協議のうえ、

一応の試案を得たのち正式の憲法改正特別委員会を設置し、各界の識者に

よる公聴会、憲法調査などを参考として、憲法改正案立案の準備を進める

ことになった（88）。

しかしながら、政局の激変は、憲法改正特別委員会の設置を許さなかっ

た。同年６月の昭和電工事件は、政・財・官界そして総司令部をも巻き込

んだ一大疑獄・政争事件にまで発展、ついに10月７日、芦田内閣の総辞職

をもたらした。同月19日には第二次吉田内閣が誕生したものの、翌49年

１月に総選挙が実施され、２月16日、第三次吉田内閣が発足した。

このような激しい政治的展開と、世論の強い憲法改正支持がなかったと

いうこともあって、結局、憲法改正特別委員会の設置は、立ち消えになっ

た。４月20日、松平参議院議長は、「政局の混乱とそれに続く総選挙で、

（憲法改正委員会の設置は）立ち消えの形になつており参議院の各派にも直

ちに憲法を改正せよという意向はないように聞いている。」と語り、おなじ

く幣原衆議院議長も、「松岡前衆議院議長からも全然申受けをしていない、
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衆議院各党派の動きも全く関知しない、総司令部からも指示をうけていな

い。」との談話を発表した（89）。

政府自身も、この時期、憲法改正の意図を完全に失っており、同日、吉

田首相は、衆議院外務委員会の席上、次のように発言した（90）。

「極東委員会の決議は直接には私は存じません。承知しておりませんが、

政府においては、憲法改正の意思は目下のところ持つておりません。それ

から芦田内閣において憲法改正の議があつたとすれば、これも私は伺つて

おりません。」

このように、吉田内閣として、憲法改正の意思をもっていないことを明

言したわけであるが、みずから新憲法をてがけた首相が、わずか２年でそ

の改正を打ち出すことは、矛盾を露呈することになったともいえよう。か

くして、日本国の側では、２年以内の憲法見直しには、幕が降ろされるこ

とになった。

アメリカにあって、極東委員会議長たる同国代表のマッコイは、1948年

10月24日に国務次官ソルツマン（Charles E.Saltzman）に対して注意を喚

起し、日本国憲法再審査のための研究を始めたほうがよいのではないかと

勧告した（91）。

ブレイクスリーによれば、この示唆に従って、日本国憲法の再審査につ

いて研究した結果、国務省は、同年12月３日、マッコイ議長に宛てて、次

のごとき覚え書きを送った。これは同時に再審査に関する合衆国の指令と

立場を述べたものであった（92）。

「極東委員会による日本国憲法の再審査に関連して、合衆国委員は、以

下の確固たる立場をとることが許される。（ａ）極東委員会は、できるかぎ

り目立つことなく、かつ最小限の討論でもって、迅速に憲法を再審査すべ

きこと、（ｂ）極東委員会は、同委員会の側で、さらに進んだ調査や行動（国

民投票や日本国民の世論を決定する他の手続きを求めるような）をとることな

くして、憲法が同委員会の権限内にあるすべての要件に合致していること

を決定すべきであること。
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合衆国委員は、なかんずく以下の諸点を指摘することによって、その立

場を支持することが許される。

１）合衆国政府は、極東委員会が日本国憲法はポツダム宣言その他の管

理文書の条項を充足していると確信することができるようにするために、

FEC-031/40文書の条項にもとづき、極東委員会による日本国憲法のこの

再審査を歓迎する。合衆国政府は、当該再審査が迅速に、かつ不当な公的

注意を引くことなしに、なされることが可能であり、またなされるべきで

あると考える。

２）合衆国政府は、ポツダム宣言に描かれているような平和的傾向を有

し、かつ責任ある政府の確立が思想、行動および組織の面における日本国

民の慣習に変革を求めてきたこと、ならびに日本国民に自由にこの変革と

同化する機会を与えることがいまや重要であるむねを指摘することを望

む。新しい政府の基本的基底に対して外国が改正を加えることは、不安定

を生み出すだけであり、また同化の過程を遅らせ得ることになろう。日本

国民は、憲法を自分たち自身のものであるとみなすように奨励されるべき

であり、この感情をすこしでも減少させることは、厳に避けられるべきで

ある。現時点で、極東委員会による憲法改正の要求、あるいは日本国民の

自由に表明された意思を傷つけるような外国による変更の示唆もしくは不

必要ないかなる処置も、日本国民の目には、憲法の根本的有効性を深刻に

損なうことになろう。

３）合衆国政府は、みずからの側で憲法を注意深く検討し、憲法がポツ

ダム宣言その他の管理文書の条項を充たしているものであると思慮する。

４）合衆国政府は、改正が望ましく、または必要であるときには、憲法

を改正するのは日本国民の責任であると思慮する。

５）したがって、合衆国は、極東委員会が現時点で日本国憲法の改正を

提案したり、憲法に関し日本国民の世論を確認するために国民投票を要求

したり、あるいはこれに類似するその他の行動をとることは、好ましくな

いと考える。合衆国は、極東委員会が日本国憲法は極東委員会の権限内に
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あるすべての要件に合致していることを迅速に決定すべきであると考え

る。

６）合衆国政府は、この案件について他の委員の見解を喜んで聞くであ

ろう。」

極東委員会では、12月２日、第３委員会第53回会議において、オースト

ラリア代表のバロック（H.W.Bullock）から、再審査のために最高司令官

と協議することが提案された（93）。同代表は、日本の国会のなかに憲法再審

査のための委員会が設置されたが、極東委員会自体としても、日本国憲法

を検討すべき義務があり、その義務はのろのろしたものであってはならな

いというのが、オーストラリアの立場であることを表明し、いまや憲法が

実際にポツダム宣言その他の管理文書の条件を充たしているかどうか、ま

た日本国民の自由な意思を表明しているかどうかを極東委員会が決定する

ための機会にいたっているとの文書を提出した。

これに対して、アメリカ代表のスノー（C.E.Snow）は、アメリカ政府と

しては日本国が民主的、平和的傾向をもち、かつ責任政府の樹立へと変革

していくことを希望しており、日本国民がこれらの変革に自由に同化する

ことが大切なのであって、他国政府による改正の要求は日本国内に不安定

を生み出すだけであり、同化の過程を妨害することになろうと述べた。ま

た、もし再審査がなされるとしても、できるかぎり日本国民に気づかれな

いように慎重にすべきことを主張した。さらに、アメリカ政府が日本国憲

法を注意深く検討した結果、ポツダム宣言その他の管理文書の条件を充足

しており、日本国憲法を改正するかどうかは日本国民自身の責任であっ

て、現段階で極東委員会が憲法改正を提案したり、日本国民に国民投票を

求めるべきではないことを強調し、最高司令官と協議することに反対はし

ないけれども、時期尚早であるとの考えを明らかにした（94）。

このアメリカ代表の意見表明は、12月２日のことであるが、前記12月３

日づけの国務省の覚え書きに依拠していることは間違いない。すでに情報

が提供されていたものと思われる。
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その後、同委員会でニュージーランド代表のコーナー（F.Corner）やオ

ランダ代表のジョブシス（G.J.Jobsis）らは、日本国憲法の再審査は極東委

員会の義務であると主張し、結局、次の文章が作成された（95）。

極東委員会は、FEC-031/41に定められているところに従い、日本国憲

法の再審査に着手した。極東委員会は、憲法が実際にどのように運用さ

れているかということについて、最高司令官がその再審査において極東

委員会に役立つことになるかもしれないと信じるいかなる情報をも歓迎

するであろう。極東委員会はまた、日本国民の世論および日本国民が設

置したとされる再審査機関の経過についてのいかなる情報をも歓迎する

であろう。

この文書について、その後、何度かの討議が重ねられ（96）、最終的に、1949

年１月13日の極東委員会第137回会議において、次のような文書になっ

た（97）。

極東委員会は、新しい日本国憲法の再審査のための規定、すなわち

FEC-031/41に定められているところに従い、日本国憲法の再審査を開

始した。極東委員会は、最高司令官がその再審査において極東委員会に

役立つことになるかもしれないと信じるいかなる情報、および最高司令

官がなしたいと望むいかなるコメントをも歓迎するであろう。

両者を比較すれば、後者は、日本国民の世論や日本で設置された再審査

機関に言及するのをやめて、むしろ最高司令官のコメントに重きをおいた

ことが理解できる。

この協議声明に対するマッカーサー元帥の回答が１月27日、極東委員会

のメンバーに回付された（98）。以下に全訳する。
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私は、日本国憲法の再審査について私のコメントを求めた貴官の思慮

深い配慮に深甚の感謝を申しあげる。貴官とともに、私は、ポツダム宣

言の要求のみならず、平和的な日本社会の幸福な状態をも満足せしめて

いる憲法の出現は連合国の政策目的に合致し、日本国の成功した新たな

方向づけという門（アーチ）にとってのかなめ石であると長く認識してき

た。FEC-031/41文書を受領したことにもとづき、私は、公式に同文書を

日本国政府に通知し、それ以来、再審査にあたりとられるべき手続きに

つき、この総司令部と日本国の執行府および立法府の高官との間で何回

もの協議を重ねてきた。われわれは、この問題を研究するために、国会

の合同委員会が任命されるべきことを促した。しかしながら、この勧告

にもかかわらず、日本国民は、当該文書を強制的に日本国民の再審査の

手段に付する前に、もっと多くの時間をかけるべきとの見解に固執し

て、現時点で修正を真剣に検討することに強い拒絶を示している。

総じて、憲法の諸規定は、うまく作用してきている。憲法典は、日本

国民のすべての家庭に配布され、その内容と意味について国民を教育す

るために、日本国民自身によって、多くのことがなされてきており、憲

法典は、しだいに国民固有の誇りの源泉となってきている。統治機構の

三部門すべての公務員は、その指導のためにますます憲法に向きを転じ

ている。さまざまな規定の適切な解釈をめぐって国会の両院および公共

の報道機関の両方において、多くの健康な討論がなされている。また法

律の合憲性が最高裁判所に申し立てられているので、最高裁判所をその

ような解釈の最終判定者として認識することが堅固に確立されつつあ

る。憲法は、いまやその構成において連合国の援助に所与の思想や表現

をほとんどあるいはまったくない固有の所産として、あまねく承認され

てきている。日本国民は、もし当該問題が国民の行動に付託されるとす

れば、実際に一致して憲法を変えないまま保持するために投票すること

にいささかの疑問も存在しない。私の意見では、憲法がポツダム宣言そ

の他占領を管理している政策の精神と内容に細部にわたり合致している
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ことについてなんらの疑問は存在しない。

より高度な完成を目指しての進展が、さまざまな規定において可能で

あることには疑問の余地がないところ、そのような目的に対する連合国

のいかなる干渉も、憲法典について一般に承認されている性格を、せっ

かくいま好ましいスタートを切ったにもかかわらず、不利益な程度へと

変えてしまうだけであると、私は信じる。これは、私とともにこの問題

を議論した東京在住のすべての外交団の長によって、私に非公式に与え

られた見解と一致する。

私の勧告が望まれるとすれば、現時点で憲法改正に対する見解をもっ

て、憲法の再審査を日本国民に強制するためのいかなる行動も、連合国

によってとられるべきではないということである。憲法は、その規定に

もとづき、いつでも日本国民によって改正されうるのであるから、それ

によって失うものは何もない。日本国民は、憲法を完全に受けいれ、そ

の高い原理に献身しているようであり、かつ憲法の枠内でうまく活動し

ている。

このなかでマッカーサー元帥が力説したかったことは、ただ一つ「憲

法の再審査を日本国民に強制するためのいかなる行動も、連合国によっ

てとられるべきではないということである。」

この時期、極東委員会内部では、施行の緒についたばかりの日本国憲法

について、いくつかの国から、疑問ないし修正提案がなされていた。

まず、２月21日の第３委員会第57回会議において、イギリス代表から、

外国人の地位について、疑義が提起された（99）。すなわち、1946年７月２日

の政策決定『新しい日本国憲法のための基本原則』（FEC-031/19）では、「す

べての日本国民および日本の管轄内にいるすべての人に対する基本的市民

権の保障」がうたわれている、しかるに日本国憲法の「国民の権利及び義

務」と題する第３章には「国民」（people）、「何人も」（every personまたは

no person）などの表現がもちいられており、国家賠償法の起草に際して、
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外国人は「国民」にも「何人も」のなかにも入らないと解釈されているこ

とが明らかになった。このような態度は、『新しい日本国憲法のための基本

原則』の定めに矛盾しているというものであった（100）。

また、オーストラリア代表は、第３委員会第58回会議（２月28日）で、

日本国憲法を以下のように修正することを提案した（101）。

（１）３条に次の文を加える。

「天皇は、この憲法により、みずから行う権能を有し、その行為を行う

ことにつき、内閣が助言と承認を与えた場合には、当該行為を行う義務を

有する。」

（２）59A条として、次の文章をあらたに加える。

「いかなる財政法案も、内閣の許諾がなければ、いずれかの院に提出し

てはならない。」

（３）79条２項を削除する（102）。

（４）79条６項を削除し、次の条項に代えるものとする。

「最高裁判所の裁判官は、定期に国会の定める報酬を受ける。この報酬

は、職についている間、減額されることはない。」

（５）81条中、「権限」（with powers）を「唯一の権限」（with sole power）

に代える。

（６）96条中、「（各議院の総議員の）３分の２以上の賛成」を削除し、「投

票の過半数」の文言を挿入する（103）。

さらに、中国代表は、３月25日に開かれた第３委員会第62回会議の席

上、次の８つの疑問を呈した（104）。

（１）天皇は、国会を解散することができるか。

（２）憲法28条の「勤労者」という語の意図している意味は何か。

（３）国会は、地方公共団体によって制定された条例を廃止する権限が

与えられるべきか。

（４）衆議院における内閣総理大臣の指名のための時間的限界および特

別の投票手続きが設定されるべきか。
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（５）天皇は、退位することができるか。

（６）二院制は、憲法上、必要か。

（７）憲法43条にもちいられている「全国民の代表者」の意味は何か。

（８）国民は、憲法改正を発議することが許されるべきか（憲法96

条）（105）。

極東委員会で、このような議論がなされているなか、連合国最高司令官

から、最後通牒というべき見解が届けられた。以下に、３月21日の第３委

員会第61回会議に回付された最高司令官の見解を全訳する（106）。

憲法の再審査に関する極東委員会の政策要求は、日本国政府によって事

実上履行されているというのが連合国最高司令官の見解である。日本国民

は、もし現時点で公式に憲法の妥当性や変更の必要性について問題を蒸し

返したりすれば、憲法に対する日本国民の信用を傷つけることになるだろ

うと感じている。国会および政府における日本の指導者たちは、現時点で

憲法を日本で公式に再審査することはほとんどこの２年間でようやく獲得

した憲法の安定性を完全にひっくり返してしまうだろうと考えている。憲

法は、公的、私的生活のすべての部門の日本国民によって、ならびに国会

および政府におけるかれらの指導者によって、たえず調査されてきた。日

本国民は、まさに憲法自体の文言によって、憲法は国会の３分の２と有権

者の承認によって公式に改正が可能であることを認識している。

これまでのくり返しといえるが、たしかにこの時期、日本国政府や国会

のなかに日本国憲法の作成に尽力した人びとの間に、船出したばかりの日

本国憲法を改正しようという意図を持ち合わせている人びとは、ほとんど

いなかった。

私（西）がケーディスから聞いたところによれば、ケーディスが日本国の

関係者に憲法改正の可能性を尋ねたところ、「異口同音に、もう憲法はこり

ごりだ、いじるつもりはないと答えた」という（107）。
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事実、憲法担当大臣として約1500回もの答弁に立った金森徳次郎は、毎

日新聞紙上で、憲法改正の論点とされた戦争放棄、天皇制、二院制、内閣

更迭などのいずれについても、改正の必要のないことを力説している（108）。

おそらく日本国憲法の作成に多大の精力を集中した当事者として、苦労の

末に何とか仕上げたという自尊心とさらに再度改正に注がなければならな

いエネルギーを考えたら、消極的になるのは、ある意味で当然といえる。

むしろ、日本国憲法制定直後、その早期改正を主張したのは、日本社会

党であり、東大の憲法学者らであった。

たとえば、日本社会党は、日本国憲法公布記念号というべき1946年11月

６日づけの機関紙『社会新聞』に衆議院憲法改正小委員会委員として大活

躍した原彪議員は、「われわれは社会主義の理想を憲法に謳ふことを主張し

たのであつた。それはできなかつたとはいへ、民主主義の道はそれへの接

近を可能にした。さらに近い将来には、勤労階級の窮乏からの自由を即ち

社会主義的理想を、実現しなければならない。」と述べている。また、同議

員は、日本国憲法施行記念というべき47年５月号の同党中央機関誌『社会

思潮』に「新憲法の発足」と題する論稿を寄せ、次のように書き記してい

る。

「今回の憲法改正は、大体民主主義的な進歩的な憲法として、われわれ

はこれを大いに礼賛するものであるが、しかし決して完璧なものとは残念

ながら言い得ない。

それは、憲法改正の当時において、われわれ社会党が、政府原案に対し

て幾多の修正を行つたが、なほ二、三の点においてわれわれの主張が容れ

られなかつた事実を顧みるとき、これが完成を更に後日に期しているとこ

ろである。」

さらに、同じく衆議院憲法改正小委員会委員として奮迅の活躍をした森

戸辰男議員は、中央討論社『中央討論』創刊号（1947年９月）において、「日

本社会党のイデオロギーとその方向性」というタイトルの論稿において、

次のように執筆している。
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「かやうにしてわが党は新憲法によつてわれわれの獲得した民主主義の

最大限度の実現に努めるとともに、新憲法が民主主義の徹底、わけても経

済的基本人権の規定においていまだ不十分であることを国民に訴え、適当

な時期を捉えてこれが改正を図るべきである。」

1949年４月号の『法律時報』には、丸山真男、辻清明、鵜飼信成といっ

た東大教授らは、「憲法改正意見」を発表、「天皇制を廃止し、共和制にす

ること」などを訴えている。また、東京大学憲法研究会（石井照久、石川吉

右衛門、雄川一郎、田中二郎、平野竜一氏ら）の名において、『法学協会雑誌』

第67巻第１号（1949年６月）で「憲法改正の諸問題」を発表した。同論稿

で、行政法の田中二郎教授は、次のように論述している。「明治憲法は努め

て簡潔な表現を期したのに対して、日本国憲法はだらだらと文学的・翻訳

調的表現を用いており、全体に通じて冗長の嫌がある点はしばらく別問題

として、必ずしも十分の反省なく、同じ字句を異った意味に用い、異った

表現をしながら同じ意味をもたしめようとしているような例も少なくな

い。」

なお、日本共産党は、現行憲法の制定時、最後まで絶対反対を主張した

唯一の政党であり、同党が1946年６月に発表した『日本人民共和国憲法（草

案）』は、現在でもあたためられている（109）。

このように、現在、護憲ないし憲法改悪阻止を主張している政党が、実

は強く憲法改正を主張していたのである。それに対して当初、政府や保守

政党が憲法改正に乗り気でなかったのだから、歴史の皮肉な現象というべ

きであろう。

さて、極東委員会においては、第139回運営委員会（５月３日）で、以下

の三つに限定して、連合国最高司令官に対し、疑義のあるむね送付するこ

とを決定した（110）。

（１）憲法のもとにおける外国人の地位について 賛成８（オーストラリ

ア、カナダ、中国、フランス、オランダ、ニュージーランド、フィリピン、イギ

リス）、反対０、棄権３（インド、ソ連、アメリカ）。
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（２）憲法における最高裁判所の権限について 賛成５（オーストラリ

ア、カナダ、中国、フランス、ニュージーランド）、反対１（アメリカ）、棄権５

（インド、オランダ、フィリピン、ソ連、イギリス）。

（３）衆議院の解散について 賛成５（オーストラリア、カナダ、中国、フ

ランス、イギリス）、反対０、棄権６（インド、オランダ、ニュージーランド、

フィリピン、ソ連、アメリカ）。

この運営委員会の決定は、５月5日の極東委員会第152回会議でも採択

され（111）、５月12日、統合参謀本部より連合国最高司令官宛て、伝達され

た（112）。

しかし、この伝達がマッカーサーによってどのように扱われたか、確た

る資料が公表されていない。おそらくそれほど重要視されなかったであろ

う。なぜならば、マッカーサーは、すでに1949年５月３日、第２回憲法記

念日に際して、日本国民に向けて次のような祝辞を寄せているからであ

る（113）。

「本日は、新生日本国誕生の二周年目にあたる。－日本国民は、戦争の暴

虐後の困窮のなかで、個人の自由、平等の機会、および人間の尊厳を優先

させる考え方を通じて、政治的安定と社会的発展を求めて、新生日本を構

想した。

この２年間は、実り多き年月であった。国民諸君は、新しく、かつ啓蒙

的な憲法の定めているところを漸進的に理解し、またその定めているとこ

ろに従って生活するようになってきた。国民諸君の基本法が書き直され、

公的な諸制度が作り直された。……」

このように、日本国憲法の成果を強調した。みずからの意思が最大限に

注入されている日本国憲法を２年という短い期間に見直すという考えが

マッカーサーの頭のなかにいささかも存しなかったことは、容易に推測で

きるところである。

このマッカーサーの発言に対して、極東委員会からはとくに強い反発が

みられず、そのまま黙認したような形になった。こうして、1946－47年に
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は、極東委員会のなかに日本国憲法の再審議は絶対に必要であるとして高

揚していた雰囲気も、1948－49年には、かなり熱気が冷めていたことが理

解できる。

なお、日本国憲法２周年記念のその日に、総司令部民政局次長として、

日本国憲法の作成に深く関与してきたチャールズ・L.ケーディスが、辞表

を提出した。ケーディスがこの日を選んだのは、「感傷的な理由」（sentimen-

tal reasons）からだという（114）。日本国憲法は、ここにようやく２年間の“保

護観察”から解放され、一人歩きをはじめるにいたったのであるが、その

日に保護観察官ともいうべきケーディスがその地位を去ったのは、象徴的

な出来事といえよう。

21 お わ り に

極東委員会が日本国憲法の成立過程にいかなる役割を演じたのか。以下

の三点にしぼり、簡潔に総括しておきたい。(１）日本国憲法の成立過程に

おいて、極東委員会をどのように位置づけることができるか。(２）極東委

員会は、日本国憲法の作成にいかなる影響を与えたのか。(３）その限界は

どこにあったのか。

まず第一に、極東委員会は、「日本国が降伏条項にもとづきその義務を履

行することにつき、準拠しなければならない政策、原則、および基準を作

成すること」を主任務とし、「日本国の憲法構造における根本的変革を処理

するいかなる指令も、極東委員会の協議を経、かつその合意に達すること」

（極東委員会付託条項）とされていた。

それゆえ、大日本帝国憲法を改正し、日本国憲法を作成するには、かな

らず極東委員会の協議と合意を必要とした。マッカーサー元帥は、当然に

この条項に従わなければならず、極東委員会を“目の上のこぶ”と感じた。

マッカーサーは日本国憲法成立過程のあらゆる局面で極東委員会の動向に

最大限の注意をはらった。その意味で、極東委員会は、十分に重石の役割
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を果たしたといえる。

しかしながら、マッカーサーは、みずからの裁量とされる政策の「執行」

権を最大限に活用し、政策の「作成」と思われる部分にまで関与した。政

策の「執行」と「作成」の範囲をめぐって、何度も確執のあったことは、

上述してきたとおりである。

マッカーサーの最大の強みは、極東委員会が発足する前に総司令部案を

作成し、同案をもとに日本国憲法案の要綱ができあがっていたことであ

る。また日本国政府を通じ、帝国議会の審議をコントロールすることがで

きた。これに対し、極東委員会の最大の弱点は、すでにマッカーサー主導

の日本国憲法案ができあがっていた時点からその活動を開始したことであ

る。それゆえ、せいぜいで日本国憲法案は、マッカーサーが作成したもの

であり、ポツダム宣言の定める「日本国民の自由に表明する意思」に従っ

たものでないと抗議し得たにすぎなかった。しかし、この主張も、逆に、

マッカーサーから極東委員会が干渉すること自体が、「日本国民の自由に表

明する意思」を損なうものであるとの反撃を受けた。

また、極東委員会は、形式的には日本国憲法の作成過程に「原則や基準」

を設定することにより、関与できる権能を有していたが、11か国全部の合

意を得るのは、容易でなかった。また連合国最高司令官（マッカーサー元帥）

を通じてあらゆることを実施しなければならず、そのもどかしさは、いか

んともしがたかった。しかも、連合国最高司令官と緊密に連絡をはかるべ

く幕僚の派遣要請をしたが、マッカーサーによって拒否され、意思が十分

に通じないことがすくなからずあった。こうして、実際には、極東委員会

付託条項の規定を活かしきれなかったといえよう。

第二に、極東委員会は、日本国憲法の作成にどれほどの影響を与えたか。

具体的に極東委員会の政策決定中、いかなる規定が日本国憲法のなかに取

りいれられただろうか。この点に関する基本資料は、７月２日の政策決定

『新しい日本国憲法のための基本原則』（FEC-031/19）である。ここにおい

て、極東委員会として、はじめて日本国憲法に導入すべき項目を確定した。
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しかし、この『基本原則』は、1946年１月11日にアメリカ本国から合衆国

太平洋陸軍最高司令官（マッカーサー元帥）に向けて発せられた『日本の統

治体制の変革』（SWNCC-228文書）とほぼおなじ内容であった。それゆえ、

その大半は、すでに日本国憲法案のなかに取りこまれていた。

極東委員会が『基本原則』のなかにあるにもかかわらず、日本国憲法案

にないものとして問題視したのは、①内閣総理大臣を含む国務大臣の過半

数が国会議員のなかから選任されなければならない、②成人による普通選

挙が保障されなければならない、③主権が国民に存する、という点が明記

されていないことであった。極東委員会は、当然にこれらの条項の導入を

強く迫った。マッカーサーは、それに応諾したことにより、極東委員会の

不満は一応おさまったが、注目されるのは、国民主権の導入過程である。

日本側は、「主権」という語の挿入に難色を示し、憲法担当大臣・金森徳

次郎は辞職さえほのめかした。民政局長・ホィットニーや同次長・ケーディ

スらの努力により、なんとか落着したが、その背後には、極東委員会の影

があったことがうかがわれる。

総司令部と日本国側の消極姿勢にもかかわらず、極東委員会の導入意向

が唯一、実現したのが、文民条項である。文民条項は、上記『日本の統治

体制の変革』文書のなかにあったが、総司令部案には入れられていなかっ

た。したがって、日本国政府が提出した『帝国憲法改正草案』には、同条

項は存在しなかった。極東委員会は、前記７月２日の政策決定において、

文民条項を日本国憲法案に入れるべき条項にあげ、８月19日、この政策決

定を受けて、マッカーサー元帥が吉田首相に対し、文民条項の導入を求め

た。日本国政府は、９条により、同条項の不必要性を説明したところ、総

司令部側は了解し、ここで一件落着したものと思われていた。ところが、

衆議院での芦田修正通過により、局面は一変し、極東委員会は文民条項の

導入に固執した。その背景として、同委員会が、憲法の解釈上、自衛のた

めであれば、軍隊をもちうると判断し、その歯止めとして、絶対に文民条

項が必要であると考えたことは、詳述したところである。それゆえ、文民
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条項の導入こそが、極東委員会の最大の成果であるといえる。にもかかわ

らず、この点に関するわが国の憲法学者の関心は、いたって低い。異常と

いえるのではなかろうか。

第三に、限界について。ここにいう「限界」とは総司令部案を基礎にし

て作成された帝国憲法改正案に対して、極東委員会はその基本にかかわる

修正をなし得たかという意味である。もともと極東委員会の活動が日本国

憲法案が作成されたあとに始まり、同案の作成に極東委員会の中心国・ア

メリカが深くかかわっているかぎり、限界は見えていたといってよい。本

質的な変更は、当然にアメリカの抵抗に合うことは明白だったからであ

る。

そのような限界のなかで、参加国は、日本国憲法案を深く分析し、その

欠陥ないし問題点を鋭く衝いている。たとえば、「日本国民の自由に表明さ

れた意思に従う」ことを要求しているポツダム宣言に忠実であろうとする

ならば、憲法草案を国民投票に付すべしとする極東委員会参加諸国の見解

の方が筋が通っていたというべきである。このような筋論が通らなかった

とはいえ、極東委員会で熱心に論じられた諸点－日本国憲法は完全にアメ

リカ製であり、日本国民の意思が十分に反映されていないのではないか、

立法過程や内閣総理大臣の選任過程において参議院に不等な権限を与えて

いるのではないか等－は、今後の日本国憲法論議に裨益するところ大であ
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